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SYNOPSIS 

 In this study, damage analysis of water distribution pipelines during the 2016 Kumamoto 

earthquake was performed using Geographic Information System (GIS). The relationship among the 

pipe material, diameter, topographic condition, seismic intensity and damage ratio of the water 

distribution pipelines was evaluated. Besides, the damage ratios were compared with the correction 

coefficients of fragility function of water pipes. In order to reveal the cause of damage to water 

distribution pipelines during an earthquake, regression analysis based on the quantification type I  

was performed. To achieve the objective, damage datasets in the five municipalities were employed 

in this study. 

 

 

 

 

1. はじめに 1 

2016年 4月に発生した熊本県熊本地方を震源とする熊本 2 

地震では，死傷者は 2600 人以上にも及び，約 19 万戸の住 3 

宅被害が生じたことに加えて，道路，上下水道，電力，都 4 

市ガス等のライフラインシステムの施設にも多大な被害を 5 

もたらした．上水道については，震源地である熊本県にお 6 

ける被害が最も多く，この地震による断水被害は約 44 万 7 

6000 戸発生した 1)．  8 

水道や都市ガスなどのライフラインシステムは都市機能 9 

や都市生活を維持するうえで必要不可欠である．したがっ 10 

て，これらのライフラインを早期復旧させることは非常に 11 

重要である．そのためには，これまでの地震によって発生 12 

した被害の特徴を分析し，その分析結果をもとに，将来起 13 

こりうる地震に対して対策を講じることは，意義があるも 14 

のと考えられる． 15 

本研究では，まず熊本地震の際の熊本市と益城町の上水 16 

道管路の被害分析を行う．管種・継手，口径，地形区分， 17 

地震動強さと被害率の関係性を分析する．また，液状化や 18 

地形の境界条件を考慮して被害分析を行う．さらに，熊本 19 

地震の分析結果に，東北地方太平洋沖地震の仙台市と福島 20 

県いわき市，新潟県中越沖地震の新潟県柏崎市の被害デー 21 

タを加えて，現行の被害予測式との比較を行う．上水道管 22 

路の被害率に対する様々な要因の影響度を明らかにするた 23 

めに，これらの被害データを用いて，管路被害率を目的変 24 

数とした数量化理論 I 類による回帰分析を行う．本研究の 25 

結果に基づき，今後発生が懸念されている南海トラフ地震 26 

や首都直下地震に備え，上水道管路の防災対策の立案に役 27 

立てたいと考えている． 28 

 29 

 30 

2. 本研究で使用したデータ 31 

 本研究では，地理情報システム(GIS)を用いて分析を行っ 32 

た．3 章で対象とするのは，2016 年熊本地震における熊本 33 

市と益城町の上水道管路の被害である．熊本市と益城町の 34 

管路の敷設状況，および被害地点を図-1 に示す．なお，微 35 

地形区分，熊本地震の際の液状化発生地点は若松ら 2), 3)が 36 

取りまとめたデータを用いる．また，熊本地震の際の熊本 37 

市，益城町の地震動分布 4)を図-1 に併せて示す．  38 

4章と 5章では，熊本市と益城町の被害データに加えて， 39 

2011 年東北地方太平洋沖地震における仙台市といわき市， 40 

2007 年新潟県中越沖地震における柏崎市の被害データを 41 

対象に分析を行った． 42 

 43 

 44 

3. 熊本地震における被害分析 45 

 熊本地震における熊本市と益城町の上水道管路の被害率 46 

を算出した．なお，被害率は件/km と定義した．普通鋳鉄 47 

管(CIP)，ダクタイル鋳鉄管(DIP)，耐震継手を有するダク 48 

タイル鋳鉄管(DIP(耐震))，ポリエチレン管(PE)，溶接継手 49 

鋼管(SP(溶接))，溶接継手以外の鋼管(SP(その他))，塩化ビ 50 

ニル管(VP)を対象に分析を行う．熊本市と益城町を合わせ 51 

 

図-1 上水道管路の敷設状況と被害地点および

地震動分布（熊本市と益城町） 
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た管種別の被害率を図-2 に示す．SP(その他)の被害率が最 52 

も高く，次いで VP の被害率が高い．また，DIP(耐震)では 53 

被害が発生していない． 54 

 さらに，微地形境界部と境界以外の管路被害率を算出し， 55 

それらを比較することで，微地形分布図の境界部における 56 

管路被害の特徴を把握する．微地形の境界部に着目するた 57 

めに，まず，図-3 に示すように地理情報システム（GIS） 58 

で微地形の境界線を表示し，その境界線を中心に 250 m 以 59 

内を微地形境界部と設定した 5)．図-4 に，微地形境界部と 60 

境界以外の全管種の被害率を示す．熊本市と益城町の微地 61 

形境界部の被害率は 0.20 件/km であり，境界以外の被害率 62 

よりも 2.2 倍高い値を示した．微地形境界部の被害率は， 63 

境界以外の被害率よりも高くなる傾向が認められた． 64 

 65 

 66 

4. 被害予測式と近年の地震被害における管路被害率の比 67 

較 68 

 本章では，被害予測式 6)の補正係数と近年の地震被害に 69 

おける管路被害率を比較する．ここでは，前述の熊本地震 70 

における熊本市と益城町の被害データに加えて，東北地方 71 

太平洋沖地震における仙台市，いわき市の被害データ，新 72 

潟県中越沖地震における柏崎市の被害データを用いる．こ 73 

こで，図-9 に仙台市，いわき市，柏崎市の総管路延長，被 74 

害率を示す．これらの 3 都市においても，熊本市，益城町 75 

と同様にデータを収集した．   76 

 被害予測式の補正係数の基準となる標準管種・継手 77 

(DIP-A)，標準口径(φ100-150)，標準微地形(谷底低地，扇 78 

状地，後背湿地，三角州・海岸低地)の被害率に対する他の 79 

管種・継手，口径，微地形の被害率の比を算出し，それら 80 

を補正係数と比較する．なお，益城町といわき市の被害デ 81 

ータにおいて，DIP の継手別の被害が不明であったため， 82 

この 2 都市においては，標準管種・継手を DIP とする．  83 

 現行の被害予測式を式(1)に示す． 84 

   𝑅𝑚 = 𝐶𝑝 × 𝐶𝑑 × 𝐶𝑔 × 𝑅(𝑣)             (1) 85 

ここで，𝑅𝑚は上水道管路の被害率 (件/km)，𝐶𝑝は管種・継 86 

手補正係数，𝐶𝑑は口径補正係数，𝐶𝑔は微地形補正係数，𝑅(𝑣) 87 

は標準被害率(件/km)である．各補正係数の値は，表-1 の通 88 

りである．被害予測式の標準口径(φ100-150)および標準微 89 

地形(谷底低地，扇状地，後背湿地，三角州・海岸低地)に 90 

おいて，標準管種・継手(DIP-A)の被害率と他の管種の被害 91 

率を比較した(図-5)．標準口径かつ標準微地形における管 92 

種・継手別の被害率は，DIP-A の被害率を基準とすると， 93 

CIP と SP(その他 )の被害率の比が大きな値を示した． 94 

SP(その他)と CIP は管路延長が短いこともあって，このよ 95 

うな極端に高い値を示したと考えられる． 96 

 管種・継手補正係数の検証と同様に，標準口径の被害率 97 

と他の口径の被害率を比較した（図-6）．式(1)の補正係数 98 

とは異なるケースもみられたが，口径が大きくなるに従い， 99 

被害率の比も補正係数と同様に小さくなる傾向が概ね確認 100 

できた． 101 

 微地形補正係数𝐶𝑔の評価のため，標準管種・継手かつ標 102 

準口径において，標準地形区分の被害率と他の地形区分の 103 

被害率の比率と微地形補正係数の値を比較した(図-7)．微 104 

地形区分は被害予測式の補正係数の値ごとにグループ分け 105 

を行い，グループ A は，山地，山麓地，丘陵，火山地，火 106 

山山麓地，火山性丘陵，グループ B は砂礫質台地，ローム 107 
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図-2 管種別の被害率(熊本市と益城町) 

 

 

 

 

図-3 微地形分布図と微地形の境界線 

(熊本市と益城町) 

 

表-1 既往の被害予測式 6)の補正係数 

 

図-4 微地形境界部と境界以外の被害率 

(熊本市と益城町) 
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台地，グループ C(標準地形区分)は谷底低地，扇状地，後 108 

背湿地，三角州・海岸低地，グループ D は自然堤防，旧河 109 

道，砂洲・砂礫洲，砂丘，グループ E は埋立地，干拓地と 110 

した．グループ A においては，仙台市の被害率の比が 2.7 111 

倍と，補正係数（0.4）よりも大きな値を示したが，その他 112 

の被害データでは，補正係数と概ね近い値を示した．また， 113 

グループ B では，補正係数の値よりも大きく，グループ D 114 

では補正係数の値よりも小さくなる傾向がみられた．グル 115 

ープ E では，被害が確認された熊本市，柏崎市で補正係数 116 

と近い値を示した．なお，益城町では，標準微地形の被害 117 

率が最も大きかったため，グループ A，B の被害率の比が 118 

小さな値を示している． 119 

 120 

 121 

5. 数量化理論 I 類に基づく管路被害率に対する影響度の 122 

分析 123 

 管路属性や微地形の境界条件などの各要因が上水道管路 124 

の被害率に与える影響度を定量化するため，本研究の結果 125 

を踏まえて仮定した式(2)に基づいて数量化理論 I 類による 126 

回帰分析を行う 7)． 127 

𝑅𝑚 = 𝐶𝑝 × 𝐶𝑑 × 𝐶𝑔 × 𝐶𝑣 × 𝐶𝑙 × 𝐶𝑏 × 𝑅0        (2) 128 

ここで，𝑅𝑚は推定被害率(件/km)，𝑅0は標準被害率(件/km)， 129 

𝐶𝑝，𝐶𝑑，𝐶𝑔，𝐶𝑣，𝐶𝑙，𝐶𝑏は管種，口径，微地形，PGV，液 130 

状化，微地形の境界条件に関する補正係数である．本研究 131 

では式(2)の両辺の常用対数をとり，数量化理論Ⅰ類による 132 

線形重回帰分析を行う．したがって，被害率0のデータを考 133 

慮できない．そこで，本研究では補正係数の絶対値を評価 134 

するのではなく，大小関係について主に検討することとす 135 

る． 136 

4章と同様に熊本地震における熊本市と益城町，東北地方 137 

太平洋沖地震における仙台市，いわき市の被害データ，新 138 

潟県中越沖地震における柏崎市の被害データを対象に分析 139 

を行う．なお，これらの被害データは地震による区別を行 140 

わず，各属性における管路延長と被害数を統合して分析を 141 

行う．また，管路延長がほとんどないようなデータの混入 142 

は，被害率の信頼性が低く 8)回帰分析に悪影響を与える可 143 

能性が高いため，延長が1 km未満の被害データは除外する．  144 

 本研究の回帰分析では式(2)に基づいて，目的変数は被害 145 

率(件/km)，説明変数は管種，口径，微地形，PGV，微地形 146 

の境界条件，液状化とする．管種はDIP，CIP，PE，SP(溶 147 

接)，SP(その他)，VPの6区分,口径は40 mm以下，50-75 mm， 148 

100-150 mm，200-250 mm，300-450 mm，500-900 mm 149 

の6区分，微地形は，被害予測式14)と同じ区分で，A(山地， 150 

山麓地，丘陵，火山地，火山性山麓地，火山性丘陵)，B(砂 151 

礫質台地，ローム台地)，C(谷底低地，扇状地，後背湿地， 152 

三角州・海岸低地)，D(自然堤防，旧河道，砂洲・砂礫洲， 153 

砂丘)，E(埋立地，干拓地，湖沼)の5区分，PGVは30 cm/s 154 

未満，30-40 cm/s，40-50 cm/s，50-60 cm/s，60-70 cm/s，70-80 155 

cm/s，80-90 cm/s，90-100 cm/s，100-110 cm/s，110-120 cm/s， 156 

120-130 cm/s，130 cm/s以上の12区分，微地形の境界条件は 157 

微地形境界部と微地形境界以外の2区分，液状化は液状化範 158 

囲と非液状化範囲の2区分とした．  159 

数量化理論I類では，管路被害予測式の基準属性に倣って， 160 

管種はDIP，口径は100-150 mm，微地形はC区分を基準属 161 

性とする．また，PGVは30-40 cm/s，境界条件は微地形境界 162 

部以外，液状化は非液状化範囲を基準属性とした．対数場 163 

で求めた補正係数を真数に戻し，補正係数の比較を行う． 164 

また，説明変数の各区分の対数場での補正係数の最大値と 165 

最小値の差から，説明変数ごとにレンジ9)を算出する． レ 166 

ンジが大きい説明変数は，目的変数（被害率）への影響が 167 

大きい重要な説明変数と解釈できる． 168 

数量化理論I類で得られた補正係数を図-8，各項目のレン 169 

ジを図-9に示す．決定係数は0.66であった．図-8によると， 170 

CIP，PGV100 cm/s以上の補正係数が非常に大きな値を示し 171 

た．これは，これらの要因が被害率を高くすることに大き 172 

く影響していることを意味する．CIPについては，基準の 173 

DIPの9.5倍の値となっており，被害率が大きくなりやすい 174 

ことが確認できた． PGVにおいては，100 cm/s以上のとき 175 

に急激に補正係数が大きくなっている．さらに，PGVが大 176 

きくなるに従って補正係数が大きくなる傾向も見られた． 177 

微地形境界部の補正係数が境界以外の補正係数よりもやや 178 

大きな値を示した．液状化の補正係数は，非液状化のもの 179 

の5.1倍の値を示した．図-9に基づき説明変数のレンジを比 180 

較すると，PGVのレンジが最も大きく，次いで管種，液状 181 

化の順で大きな値を示した．微地形，微地形境界条件のレ 182 

ンジはほぼ同程度であるが，微地形の方がやや大きな値を 183 

  

 

図-5 管種・継手補正係数と被害率の比の比較 

 

図-6 口径補正係数と被害率の比の比較 

 

図-7 微地形補正係数と被害率の比の比較 
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示した．このことから，上水道管路の被害率に大きく影響 184 

するのはPGV，管種，液状化の有無と評価できる．本研究 185 

では被害率0のデータを考慮できていないため，補正係数の 186 

値そのものを定義するには至らなかった．今後の研究でこ 187 

れらの説明変数の補正係数の値を評価できれば，被害予測 188 

の高度化につながるものと考えられる．また，地震後早期 189 

にPGVや液状化の発生を高精度に予測することは，上水道 190 

管路被害の即時予測に非常に有効である．   191 

 192 

 193 

6. 結論 194 

本研究では，まず熊本地震の際の熊本市と益城町の上水 195 

道管路の被害分析を行った．微地形の境界条件に着目して 196 

被害率を算出し，微地形境界部に敷設されている管路の被 197 

害率が大きいことが認められた． 198 

熊本地震における被害に加えて，近年の地震被害も考慮 199 

し，現行の被害予測式の補正係数の評価を行った．本研究 200 

の結果と既往の予測式の口径補正係数，微地形補正係数は 201 

近い値となったが，管種・継手補正係数に関しては一致し 202 

ない場合もあった．さらに，微地形境界，液状化を数量化 203 

理論 I 類の説明変数に加え，管種や口径などの他の要因と 204 

同時に解析し，被害率に対する影響度を評価した．その結 205 

果，PGV の影響度が最も大きく，次いで，管種，液状化の 206 

影響度が大きいという結果になった．微地形，微地形境界 207 

条件の影響度はほぼ同程度で，あまり大きくなかった． 208 

今後の課題として，説明変数の妥当性も含めて，データ 209 

の見直しを行うことが必要である． また，補正係数の値を 210 

評価するために，被害率が 0 のデータを考慮できるような 211 

分析方法を用いる必要がある． 212 

 213 

 214 
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図-8 数量化理論 I 類で得られた補正係数 

 

図-9 説明変数のレンジの比較 
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